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我が国造船業の重要性と造船業の特性
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



我が国造船業を取り巻く環境と現状・課題
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



我が国造船業の再生のための対応（イメージ）
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



各分野における課題と対応の方向性
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



船種・技術開発の切り口から見た戦略（勝ち筋）
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



造船業再生に向けたロードマップ
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



① ロードマップ（船舶建造体制の強靭化）
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



② ロードマップ（造船人材の確保・育成）
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造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



③ ロードマップ（脱炭素化等を通じたゲームチェンジ/
安定的な需要の確保/同志国・グローバルサウスとの連携）

11

造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）



「官民投資１兆円」のフレーム
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⚫ 「造船業再生ロードマップ」に基づき、2035年までに官民で１兆円規模の投資実現を目指す。
⚫ 具体的には、①造船企業の資金調達を後押しする各種金融支援、②造船能力の抜本的向上のための「造船
業再生基金」等による先進的な機器導入・施設整備や先端技術の開発・実証の支援、③非価格競争力向上
に資するGX経済移行債を活用したグリーン投資等により、その実現を目指していく。

造船業再生ロードマップ（令和７年12月26日公表）
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② 造船 ◎国交大臣 ◎経済安全保障大臣

・関係省庁（NSS、内閣府（科技）、入管、外務、
文科、経産、環境、装備）
・有識者７名

新設 造船WG
     1月～

※一部、海事局にて編集

成長戦略の検討体制（2025.12.24日本成長戦略会議資料より抜粋）

⑭ 港湾ロジスティクス◎国交大臣

・関係省庁（サイバー統括室、財務、
経産）
・有識者９名

新設 港湾ロジスティクスWG
     1月～



港湾ロジスティクス
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○ 令和７年11月４日の日本成長戦略本部において、「危機管理投資」・「成長投資」の戦略分野の一つとして「港湾ロジス
ティクス」が位置付けられ、港湾ロジスティクスの強化に向けた官民投資促進策の検討を進めるため、令和８年１月、国土
交通大臣を座長とする「港湾ロジスティクスワーキンググループ」を立ち上げたところ。

○ 港湾ロジスティクスの強化に向け、自律的な港湾ロジスティクスの実現による国際競争力の強化、サイバー・フィジカル両
面での港湾の強靱化、港湾ロジスティクスを支える担い手の確保・育成を推進していく。
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船舶分野のGXにおけるこれまでの取組状況
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次世代船舶の受注拡大に向けた課題
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新造船において選択される燃料仕様①
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世界の代替燃料船の導入状況 大型船における代替燃料の導入状況

出典：DNV Energy Transition Outlook 2025 Maritime Forecast to 2050
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○ ゼロエミッション船等はLNG燃料船を中心に導入されつつあり、メタノール・アンモニア・水素燃料船も発注が開始されている。

○ 大型船ほどゼロエミッション船等の発注割合が高く、船種による差も見られる。

定期航路で燃料補給の見通しが立ちやすいコンテナ船は代替
燃料の導入が進みやすい。
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発注残について、隻数ベースでの代替燃料船の割合は１／４程度だが、
総トン数ベースの割合は１／２程度なので、大型船が多い。



新造船において選択される燃料仕様②

代替燃料の普及拡大

出典：DNV Energy Transition Outlook 2025 Maritime Forecast to 2050

運航隻数（隻）

○ 新燃料船の運航隻数は増加傾向にあり、現在各国において開発・発注が進められている水素・アンモニア燃料船等の導入
が進めばさらに拡大していく見込み。
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新燃料の教育訓練に関する協議会の設置について
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５．新たな海技人材ニーズへの対応（新燃料に対応可能な海技人材の確保・育成）

⚫ 基本的な考え方
➢ 今後の新燃料の普及を見据えた海技人材の教育訓練体制（①教育訓練の枠組み、②教育訓練の内容、③教

育訓練の実施体制）を整備することが必要。

⚫ 今後の対応策
➢ ①教育訓練の枠組み・・・国際基準が整備されるまでの間、暫定的な取り扱いとして、船員は必要な教育訓練を

受けるものとし、雇入れ届出の際に当該教育訓練を受けたことを国が確認。教育訓練の内容はあらかじめ国が
認定、修了者には国から教育訓練修了者（仮）を交付。

➢ ②教育訓練の内容・・・新燃料特性等に係る知識習得のため、国・船員養成機関・船社・訓練機関・造船・舶用
メーカー・研究機関・ 船級協会等を交えた協議体を立ち上げ、教育訓練の内容を検討。

➢ ③教育訓練の実施体制・・・新燃料の取扱い習熟のために実践的な訓練について、新たに立ち上げる協議体に
おいて、実施体制を検討。

⚫ 今後の進め方
➢ 国・船員養成機関・船社・訓練機関・造船・舶用メーカー・研究機関・船級協会等を交えた協議体につき、新燃料

船の具体的な導入計画を有する事業者・事業者団体の意向も踏まえつつ、令和７年度中に立ち上げる。

海技人材の確保のあり方に関する検討会
（令和6年6月～令和7年6月）

「新燃料の教育訓練に関する協議会」を設置
（燃料の種別ごとに教育訓練内容、実施体制を検討）



協議体における検討スケジュール（案）
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IMOでの検討状況を踏まえて開催

約7月前

（注）下記燃料船の就航予定・実証運航予定は、報道情報を基に記載

新燃料船の就航予定を踏まえ、燃料ごとに教育訓練内容・実施体制について検討を行う
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我が国における外国人材の受入れ①
（特定技能・育成就労における分野別運用方針の主要な記載事項）

24（出典）出入国在留管理庁HPより



我が国における外国人材の受入れ②
（特定技能・育成就労における分野別運用方針の主要な記載事項）

25（出典）出入国在留管理庁HPより
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